
「三 原 市 手 話 言 語 条 例 」（案 ） 

 

１ 前文（条例を制定する背景や市の方向性をわかりやすく示すもの） 

    言語は，お互いの気持ちを理解し合い，知識を蓄え，文化を創造する上で不可欠なものであり，人

類の発展に大きく寄与してきた。手話言語は，音声言語である日本語と異なる文法体系をもった独

自の言語であり，手指や体の動き，表情を使って視覚的に表現する言語である。ろう者（聴覚の障害

のため，手話を意思の疎通の方法として用いる者をいう。以下同じ。）は，物事を考え，コミュニケーシ

ョンを図り，お互いの気持ちを理解し合うために，また，知識を蓄え，文化を創造するために必要な言

語として手話言語を大切に育んできた。 

しかしながら，過去には，手話が言語として認められず，ろう教育において口話教育が推進され，

手話の使用が禁止されたことなどから，ろう者は，必要な情報を得ることやコミュニケーションをとる

ことが難しく，多くの不便や不安を感じながら生活してきた。 

こうした中で，「障害者の権利に関する条約」や「障害者基本法」において，手話は言語として明

記されたが，いまだに言語としての手話への理解が十分であるとはいえない状況にある。 

手話が言語であるとの認識に基づき，手話言語への理解の促進及び普及をもって地域で支え合

い，手話言語を使って安心して暮らすことができる市をめざし，この条例を制定する。 

 

２ 目的 

この条例は，手話が言語であるとの認識に基づき，手話言語への理解及び手話言語の普及並び

に地域において手話言語を使用しやすい環境を構築することに関し，基本理念を定め，市及び市民

の責務及び役割を明らかにするとともに，総合的かつ計画的に施策を推進し，全ての市民が聴覚の

有無によって分け隔てられることなく，手話言語により心を通じ合わせ共生することができる地域社

会を実現することを目的とする。 

 

３ 基本理念 

（１） ろう者が，自立した日常生活を営み，地域社会に参加し，全ての市民と相互に人格と個性を尊 

重しあいながら，心豊かに共生することができる地域社会の実現をめざすものとする。 

（２） 手話が言語であることを認識し，手話言語への理解の促進と手話言語の普及を図り，手話言 

語でコミュニケーションを図りやすい環境を構築するものとする。 

（３） ろう者は，手話言語による意思疎通を円滑に図る権利を有し，その権利は尊重されなければな 

らない。 



４ 市の責務 

市は，３に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり，手話言語への理解促進及び手

話言語の普及を図り，ろう者のあらゆる場面での手話言語による意思疎通並びに，自立した日常生

活及び地域における社会参加の機会を保障するため，必要な施策を講ずるものとする。 

 

５ 市民の役割 

市民は，基本理念にのっとり，地域社会で共に暮らす一員として，手話言語についての市の施策

に協力し，暮らしやすい地域社会の実現に寄与するよう努めるものとする。 

  

６ 事業者の責務 

事業者は，基本理念にのっとり，市の施策に協力するとともに，ろう者が利用しやすいサービスを

提供し，ろう者が働きやすい環境を整備するよう努めるものとする。 

 

７ 施策の策定及び推進 

（１） 市は，障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第３項に規定する障害者のための施策 

に関する基本的な計画（以下「障害者計画」という。）において，次のアからオまでに掲げる施策 

について定め，これを総合的かつ計画的に実施するものとする。 

 ア 手話言語に対する理解及び手話言語の普及を図るための施策 

 イ 市民が手話言語に触れ，関心を深めることができるよう学ぶ機会を拡大するための施策 

ウ 市民が意思疎通の手段として手話言語を選択することが容易にでき，かつ，手話言語を使用

しやすい環境の構築のための施策 

エ 手話言語通訳者の配置の拡充及び処遇改善等，手話言語による意思疎通支援者のための 

施策 

 オ アからエまでに掲げるもののほか，市長が必要と認める事項 

（２） 市は，（１）に規定する施策の推進に当たっては，ろう者，手話通訳者その他関係者の意見を聴 

き，その意見を尊重するよう努めなければならない。 

 

８ 委任 

この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

 

 


